
１　総括

（１）人件費の状況（普通会計決算）

（２）職員給与費の状況（普通会計予算）

　　

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　職員数は、平成２３年４月１日現在の人数である。

（３）特記事項
人件費削減措置

給料月額を一律２％削減。

２％削減後の給料により手当額を計算するため、

手当額が一律２％削減となる。

町長、副町長及び教育長の条例に定める給料月額を

次のとおり削減。

・町　長　700,000円から670,000円に削減

・副町長　595,000円から570,000円に削減

・教育長　545,000円から520,000円に削減

削減後の給料月額で計算。

（４）ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。
　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

Ａ

23年度
人

区分 項目

一般職

管理職手当

特別職

（参考）22年度

一人当たり給与費

一人当たり

6,248

削減措置実施期間

5,951

平成22年度

千円

計　Ｂ

職員数

削　　減　　内　　容

千円千円 千円

84

　　　　　千円 千円

期末・勤勉手当

21年度の人件費率

　　　　　　　　　％

17.2

Ｂ／Ａ

　　　　　　％

15.1

住民基本台帳人口

（22年度末）

人　

4,651

職員手当
区分

Ｂ

　　　　　千円 　　　　　千円

Ａ

4,575,913
22年度

区分

499,851

101,522 692,485

給　 料

115,12261,485323,244

※　人件費には、議会議員や非常勤特別職、臨時職員を含むニセコ町職員に係る報酬、給与、各種手当、
　共済費、負担金が含まれています。

給与費 B/A

給　　　　与　　　　費

　　　　　千円

（参考）人 件 費 率実 質 収 支歳 出 額 人 件 費

平成２３年度　ニセコ町人事行政の運営等の公表

　ニセコ町における人事行政の運営について公表します。
　ニセコ町では、平成１７年３月にニセコ町人事行政の運営等の状況の公表に関する条例を制定し、同年４月
から施行しています。
　職員の給与や職員数、勤務条件などについての情報を毎年公表することで、人事行政の透明性を高め、その
公正な運営を行います。

給料

期末手当

平成21年12月から
給料

(H17)
93.7(H17)

92.5

(H17)
98.7 (H22)

97.1

(H22)
94.1

(H22)
95.1

90

95

100

105

ニセコ町 類似団体平均 全国町村平均
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
（１）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２２年４月１日現在）

　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

②技能労務職 ※ニセコ町では技能労務職は該当ありません。

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円

歳 人 円 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、２２年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。
      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当
　　　　などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされてい
　　　　るものである。　
　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務
　　　　手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものである。
　　　３　民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。
　　　４　技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に
　　　　一致しているものではない。
　　　５　年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍した
　　　　ものに、公務員においては前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間
　　　　賞与の額を加えた試算値である。

（２）職員の初任給の状況（平成２３年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円

円

129,592高　校　卒

（Ｂ）

49.3 284,514

―

―

―

――

―

国

類似団体

対応する民間
の類似職種

―

大　学　卒

ニセコ町区　　　　　分

ニセコ町

172,200

140,100
技能労務職

中　学　卒

301,251

（国ベース）

－－

347,447350,422

305,261

322,291

316,186

49.3 3

民　　　　　間

284,301

―

（Ｄ）

―

北海道

―

参　　　　　考

（Ｃ）

民間

類似団体

ニセコ町

北海道

国

高　校　卒

―

140,100

159,285

―

172,200

国

公務員

平均給与月額

－

Ａ／Ｂ

―

平均給与月額

―

―

― ―

―

42.9

328,099

類似団体

国 41.9

365,046

平均給与月額

― 395,666

―

325,579

315,994

48.3

公　　務　　員

平均給料月額

－

平均年齢

（国ベース）

－

140,100

－

－

375,024396,514

3,955

172,200

―

129,592

区　　分

Ｃ／Ｄ

一般行政職

区　　分

区　　分

平均給与月額
職員数

－ニセコ町

北海道

参　考

平均年齢

539

346,037

（Ａ）

374,389ニセコ町

北海道

42.9

44.9

328,300

353,550

区　　分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額
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（３）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２３年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

３　一般行政職の級別職員数等の状況
（１）一般行政職の級別職員数の状況（平成２３年４月１日現在）

（注）１　ニセコ町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。
      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  

（注）平成１９年に８級制から６級制に変更している。（旧給料表の１級及び２級並びに４級及び５級をそれぞれ統合）　

（２）昇給への勤務成績の反映状況
　

％

356,800258,200

大学卒

4.5

特に困難な業務を処理する課長等の
職務

％

％

％

－

高校卒

大学卒

区　　　　分 経験年数１０年

一般行政職
205,000

304,200

４　級

5

高校卒

人

－

５　級
3

重要な業務を処理する課長等の職務

技能労務職
－

６　級

250,400

2

経験年数１５年

302,500

3.0

％

－

経験年数２０年

％

7.5

29.820

人

人課長等の職務・困難な業務を処理す
る係長の職務・特に困難な業務を処
理する主査等の職務

３　級

２　級

１　級

－

構成比

－

定型的な業務を行う職務

区　　分

人

6

46.331

標準的な職務内容

高度の知識または経験を必要とする
業務を行う職務

人

職員数

8.9

係長の職務・主査の職務・主任の職
務

人

　本町では、職員の勤務成績の評定は行っておりませんので、職員の昇給は一律に標準の昇給としております。
　ただし、「職員の懲戒処分に関する基準」により処分を受けた者については、昇給の抑制を行っております。

１級
8.9%

１級
6.4%

１級

２級
3.0% ２級

1.6%
２級

３級
46.3% ３級

44.4%

３級
4.9%

４級
29.8% ４級

33.3%

４級
32.8%

５級
4.5% ５級

3.2%

５級
18.0%

６級
7.5%

６級
11.1%

６級
24.6%

７級
4.9%

８級
14.8%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成２３年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比
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４　職員の手当の状況

（１）期末手当・勤勉手当

千円 千円 千円

（22年度支給割合） （22年度支給割合） （22年度支給割合）

期末手当　　　　　勤勉手当 期末手当 　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

　

（２）退職手当（平成２３年４月１日現在）

（支給率）　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（定年前早期退職特例措置　2～20％加算） （定年前早期退職特例措置　2～20％加算）

千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、22年度に退職した職員に支給された平均額である。

（３）地域手当（平成２３年４月１日現在）　※ニセコ町では地域手当は該当ありません。

％ 人 ％

（４）特殊勤務手当（平成２３年４月１日現在）

１人当たり平均支給額（22年度）

北海道

2.600 1.350

１人当たり平均支給額（22年度）

－

国

1.350

千円

円

％

１日５００円

2

0.0

１日５００円感染症防疫作業

主な支給対象業務

保健師

職員全体に占める手当支給職員の割合（22年度）

手当の種類（手当数）

0

0

支給実績（22年度決算）

結核患家及び法定感染
症患家の家庭訪問をし
た場合

保健師危険手当

手当の名称

感染症防疫危険手当 感染症防疫作業に従事する職員

－

職制上の段階、職務の級等による加算
措置あり

41.34

国

１人当たり平均支給額

－

支給率支給対象地域 支給対象職員数

－

59.28

59.28

－ 円

1.450 1.450

30.55

支給職員１人当たり平均支給年額（22年度決算）

－ 25,738

41.34

59.2847.50

59.28

30.55

33.50

1.350

0.650

職制上の段階、職務の級等による加算
措置あり

役職加算

ニセコ町

－

23.50

1,358 －

－

33.50

23.50

0.650

47.50

主な支給対象職員

役職加算役職加算
給料月額の5％～20％の
加算

給料月額の10％～25％の
加算

給料月額の5％～15％の
加算

管理職加算 管理職加算

2.600

支給職員１人当たり平均支給年額（22年度決算）

給料月額の5％～20％の
加算

給料月額の10％～25％の
加算

2.600

１人当たり平均支給額（22年度）

ニセコ町

　本町では、職員の勤務成績の評定は行っておりませんので、勤勉手当の成績率については一律100分の100としてお
ります。

0.6501.450

職制上の段階、職務の級等による加算
措置あり

59.28

左記職員に対する支給単価

国の制度（支給率）

千円

59.28

支給実績（22年度決算）
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（５）時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（６）その他の手当（平成２３年４月１日現在）

円

円

円

円

円

円

円

8,605 千円 104,939寒冷地手当
世帯の状況と扶養者数に応じて、
１１月から翌年３月まで毎月
10,340円～26,380円を支給。

同じ

16,766

支給職員１人当たり

平均支給年額
（平成22年度普通

会計決算）

8,400千円

246,058

379,428

千円

千円

（平成22年度普通
会計決算）

内容及び支給単価

支給実績

異なる内容

通勤手当

13,658

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 21 年 度 決 算 ）

国の制度

扶養手当

手　当　名

169

支 給 実 績 （ 21 年 度 決 算 ）

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 22 年 度 決 算 ）

との異同

１ 借家、借間
（家賃が月額12,000円を超える場
合のみ該当）
①家賃等が23,000円以下
　・家賃額から12,000円を控除し
　た額
②家賃等が23,000円を超える場合
　・家賃額から23,000円を控除し
　た後の２分の１の額を16,000円
　を限度として11,000円に加算し
　た額

同じ

200

国の制度と

１ 交通機関利用者
①運賃等が支給単位期間（6ヶ月）
の定期券等の価額が月額55,000円
以内のときは、その全額
②運賃等が支給単位期間（6ヶ月）
の定期券等の価額が月額55,000円
を超える場合は、月額55,000円を
限度とする。
２ 交通用具使用者
①片道2Ｋｍ以上5Ｋｍ未満の者
　・月額　2,000円
②片道5Ｋｍ以上10Ｋｍ未満の者
　・月額　4,100円
③片道15Ｋｍ以上20Ｋｍ未満の者
　・月額　8,900円

37,733

支給額

土・日曜日等に日直を担当した職
員に１回につき4,200円を支給

6,071

221,991

千円

453

4,662

千円

支給率

517

110

支 給 実 績 （ 22 年 度 決 算 ）

住居手当

管理・監督の地位にある職員が緊
急及び臨時等の用務により休日に
勤務した場合に支給
・3時間以上6時間未満 10,000円
・6時間以上　　　　　15,000円

異なる

異なる

異なる

同じ

同じ

管理職員
特別勤務手当

12,795

管理・監督の地位にある職員に支
給
・給料月額×８％

管理職手当

宿日直手当

○配偶者
　・月額　13,000円
○配偶者以外
　・月額　6,500円
○配偶者のない職員
　・１人のみ月額11,000円
○満１６歳の年度初めから満２２
歳の年度末までの子
　・１人当たり月額5,000円加算

千円 22,000

日直時間に
よる支給額
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５　特別職の報酬等の状況（平成２３年４月１日現在）

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

月分

月分

　　（算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

給料月額×在職年数×5.313月

給料月額×在職年数×3.355月

給料月額×在職年数×2.937月

(注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。                         
     ２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）     
        勤めた場合における退職手当の見込額である。                                 

６　職員数の状況

（1)部門別職員数の状況と主な増減理由
（各年４月１日現在）

人口1,000人当たり職員数　　　 人

（類似団体の人口1,000人当たり職員数 人）

人口1,000人当たり職員数　　　 人

（類似団体の人口1,000人当たり職員数 人）

＜参考＞

人口1,000人当たり職員数　　　 人

（注）１　職員数は一般職（教育長含む）に属する職員数である。
　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。
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1

0
0

18.60

議 長
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副 町 長
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税　務

衛　生
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155,000

170,000

区 分

-1
4
0

24
5

報
 
 
酬

8
3

　　（23年度支給割合）

対前年
増減数

9

97

2

-1
05

6
5

水　道

国　保
下水道

2
2

5
2

給 料 月 額 等

307,000

平成22年

187,000

6

3.95

1

4 1
1

634,000

－教 育 長

議　会

教 育 長

副 町 長

普
通
会
計
部
門

民　生

教育部門

計

期
末
手
当

議 員

670,000町 長給
 
 
料

副 町 長 570,000

327,500786,000

教 育 長

副 議 長

職員配置数の見直しによる減

職 員 数

町 長

5

商　工
農林水産

総　務

　　　　　　　区　分

　部　門

20

議 長

退
職
手
当

備　　　　考

　　（23年度支給割合）

3.95

平成23年

（参考）類似団体における最高／最低額

115,000

任期毎又は退
職時に支給

7,649千円

－

6,109千円

228,000

150,000

100,000

14,239千円

235,000

258,000

251,000

520,000

420,000

主な増減理由

職員配置数の見直しによる減

機構改革により係が増加したことによる増

国営農地再編整備事業開始による増

業務量の増加による増

機構改革による業務量の増による増員

＜参考＞

＜参考＞

13.30

16.30
職員配置数の見直しによる減

職員配置数の見直しによる減

17.60

19.60
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（2)年齢別職員構成の状況（２３年４月１日現在）

　

（注）　職員数は一般職に属する職員数である。

(3)職員数の推移

（各年４月１日現在）

（注）１ 各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。
      ２ 合併した団体にあっては、合併前の年については合併前の旧団体の合計職員数。

81

88 86

25

人 人

52

47 554339 51

人人

　　　　　　　区　分

　部　門

～

87

教育

総合計

32 ～～4024 ～ ～36

以上

人

0

人

3

人

44 ～48
区　分

20

23

～

未満

人
職員数

20

62

２３年度２２年度

0 0

20

35

6

66 56

人

27 31

人

6 2

人

28～ ～
127 88

人

計
56 60

59

～

人

10

80 78 77

2124

82

6 6

84 83

8 8

22

-1 -1.1%

7

88

一般行政

5

消防

普通会計計

公営企業等会計

56 56

21

78

0

１８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度

0

57

0 0

15

過去５年間の

増減数（率）

-6.1%

870

-4

-2

33.3%

0.0%

1.2%

-28.6%

5

0

1

0

5

10

15

20

25

30

35

構成比

５年前の構成
比

%
（例）
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７　公営企業職員の状況
　(1)　簡易水道事業
  　① 職員給与費の状況

ア　決算

職員給与費 　（参考）

イ　予算

　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。
      ２　職員数は、平成２３年４月１日現在の人数である。

ウ　特記事項

給料月額を一律２％削減。（実施期間：平成２２年度）

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成２２年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円 千円

（22年度支給割合） （22年度支給割合）

期末手当　　　　　勤勉手当 期末手当 　　　　勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

イ　退職手当（平成２３年４月１日現在）

（支給率）　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（定年前早期退職特例措置　2～20％加算） （定年前早期退職特例措置　2～20％加算）

千円 千円 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、２２年度に退職した職員に支給された平均額である。

１人当たり平均支給額 － 25,738

ニセコ町 ニセコ町（団体平均）

１人当たり平均支給額（22年度） １人当たり平均支給額（22年度）

　　　　　千円 千円

1,692 1,358

千円

7,5987,4173,353 14,833

千円

（参考）22年度平均

期末・勤勉手当 給与費　B/A 一人当たり給与費

一人当たり給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

　　計　Ｂ

総費用に占める

％

199,564 64 16,907 8.47% 10.06

千円 千円　 千円　

職員給与費比率

2.600 1.350

1.450

団 体 平 均

45.6

Ｂ　 　　　　　Ｂ／Ａ

％

2 9,052

Ａ  

2,428

Ａ 給　 料 職員手当

人 千円 千円

区　分

23年度

純損益又は実

区　分 職員数

22年度

21年度の総費用に占

総費用

　質収支

平均月収額

33.50 33.50

47.50

59.28

区　　分

42.3

める職員給与費比率

平　均　年　齢

ニ セ コ 町 53.5

41.34

59.28

事 業 者

ニセコ町 ニセコ町（団体平均）

47.50 59.28

23.50 30.55 23.50 30.55

59.28

2.600 1.350

458,169

370,200

職制上の段階、職務の級等による加算
措置あり

職制上の段階、職務の級等による加算
措置あり

0.650 1.450

319,100

役職加算
給料月額の5％～15％の
加算

役職加算
給料月額の5％～15％の
加算

１人当たり平均支給額 －

59.28

－

41.34

59.28

0.650

546,495

基本給

573,402
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ウ　地域手当

（平成２３年４月１日現在） ※ニセコ町では地域手当は該当ありません。

千円

   円

％ 人 ％

エ　特殊勤務手当（平成２３年４月１日現在）

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

支給実績（21年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（21年度決算）

職員全体に占める手当支給職員の割合（22年度） 0.0

手当の種類（手当数）

145

支給対象職員数

220

支 給 実 績 （ 22 年 度 決 算 ）

支 給 実 績 （ 21 年 度 決 算 ） 290

440

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 22 年 度 決 算 ）

保健師危険手当 保健師
結核患家及び法定感染
症患家の家庭訪問をし
た場合

－

－

支給対象地域 支給率

左記職員に対する支給単価

－

0

感染症防疫危険手当

2

支給職員１人当たり平均支給年額（22年度決算）

１日５００円

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務

感染症防疫作業に従事する職員 感染症防疫作業

％

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 21 年 度 決 算 ）

－－ －

１日５００円

支給実績（22年度決算） 千円

円0

一般行政職の制度（支給率）
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カ　その他の手当（平成２３年４月１日現在）

円

円

円

円

円

④職員数の推移

　　定員管理については一般会計と一体的に行っており、公営企業独自には定めておりません。

同じ

通勤手当

１ 交通機関利用者
①運賃等が支給単位期間（6ヶ月）
の定期券等の価額が月額55,000円
以内のときは、その全額
②運賃等が支給単位期間（6ヶ月）
の定期券等の価額が月額55,000円
を超える場合は、月額55,000円を
限度とする。
２ 交通用具使用者
①片道2Ｋｍ以上5Ｋｍ未満の者
　・月額　2,000円
②片道5Ｋｍ以上10Ｋｍ未満の者
　・月額　4,100円
③片道15Ｋｍ以上20Ｋｍ未満の者
　・月額　8,900円

同じ

管理職手当
管理・監督の地位にある職員に支
給
・給料月額×８％

寒冷地手当
世帯の状況と扶養者数に応じて、
１１月から翌年３月まで毎月
10,340円～34,040円を支給。

同じ 千円

49,200

381 千円 380,032

千円

一般行政職
の制度との
異同

50

264 131,900

402,000

0 千円 0

804 千円

一般行政職
の制度と異
なる内容

住居手当

１ 借家、借間
（家賃が月額12,000円を超える場
合のみ該当）
①家賃等が23,000円以下
　・家賃額から12,000円を控除し
　た額
②家賃等が23,000円を超える場合
　・家賃額から23,000円を控除し
　た後の２分の１の額を16,000円
　を限度として11,000円に加算し
　た額

同じ

扶養手当

○配偶者
　・月額　13,000円
○配偶者以外
　・月額　6,500円
○配偶者のない職員
　・１人のみ月額11,000円
○満１６歳の年度初めから満２２
歳の年度末までの子
　・１人当たり月額5,000円加算

同じ

支給職員１人当たり

（平成22年度簡易
水道会計決算）

平均支給年額
（平成22年度簡易
水道会計決算）

手　当　名 内容及び支給単価

支給実績
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　(2)　下水道事業
  　① 職員給与費の状況

ア　決算

職員給与費 　（参考）

イ　予算

　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。
      ２　職員数は、平成２３年４月１日現在の人数である。

ウ　特記事項

給料月額を一律２％削減。（実施期間：平成２２年度）

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成２１年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円 千円

（22年度支給割合） （22年度支給割合）

期末手当　　　　　勤勉手当 期末手当 　　　　勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

イ　退職手当（平成２３年４月１日現在）

（支給率）　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（定年前早期退職特例措置　2～20％加算） （定年前早期退職特例措置　2～20％加算）

千円 千円 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、２２年度に退職した職員に支給された平均額である。

１人当たり平均支給額 － 25,738

21年度の総費用に占

める職員給与費比率

％

7.43% 8.10

％

Ａ  

職員給与費比率　質収支

Ｂ　 　　　　　Ｂ／Ａ

区　分 総費用 純損益又は実 総費用に占める

職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり

22年度
千円 千円　 千円　

178,624 58 13,271

（参考）22年度平均

Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　計　Ｂ 給与費　B/A 一人当たり給与費

区　分

23年度
人 千円 千円

2 7,625 1,805

　　　　　千円 千円 千円 千円

2,743 12,173 6,087 5,984

区　　分 平　均　年　齢 基本給 平均月収額

ニ セ コ 町 42.1 303,650 464,791

団 体 平 均 42.3 319,100 458,169

事 業 者 44.6 544,269

ニセコ町 ニセコ町（団体平均）

１人当たり平均支給額（22年度） １人当たり平均支給額（22年度）

1,344 1,358

2.600 1.350 2.600 1.350

1.450 0.650 1.450 0.650

職制上の段階、職務の級等による加算
措置あり

職制上の段階、職務の級等による加算
措置あり

役職加算
給料月額の5％～15％の
加算

役職加算
給料月額の5％～15％の
加算

ニセコ町 ニセコ町（団体平均）

23.50 30.55 23.50 30.55

33.50 41.34 33.50 41.34

47.50 59.28 47.50 59.28

59.28 59.28 59.28 59.28

１人当たり平均支給額 － －
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ウ　地域手当

（平成２３年４月１日現在） ※ニセコ町では地域手当は該当ありません。

千円

   円

％ 人 ％

エ　特殊勤務手当（平成２３年４月１日現在）

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

支給実績（22年度決算） －

支給職員１人当たり平均支給年額（22年度決算） －

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

－ － － －

支給実績（22年度決算） 0 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（22年度決算） 0 円

職員全体に占める手当支給職員の割合（22年度） 0.0 ％

手当の種類（手当数） 2

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

感染症防疫危険手当 感染症防疫作業に従事する職員 感染症防疫作業 １日５００円

保健師危険手当 保健師
結核患家及び法定感染
症患家の家庭訪問をし
た場合

１日５００円

支 給 実 績 （ 22 年 度 決 算 ） 845

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 22 年 度 決 算 ） 423

支 給 実 績 （ 21 年 度 決 算 ） 790

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 21 年 度 決 算 ） 395

12



カ　その他の手当（平成２３年４月１日現在）

円

円

円

円

円

④職員数の推移

　　定員管理については一般会計と一体的に行っており、公営企業独自には定めておりません。

手　当　名 内容及び支給単価
一般行政職
の制度との
異同

一般行政職
の制度と異
なる内容

支給実績

千円

支給職員１人当たり

（平成22年度公共
下水道会計決算）

平均支給年額
（平成22年度公共
下水道会計決算）

273,000

282,000

扶養手当

○配偶者
　・月額　13,000円
○配偶者以外
　・月額　6,500円
○配偶者のない職員
　・１人のみ月額11,000円
○満１６歳の年度初めから満２２
歳の年度末までの子
　・１人当たり月額5,000円加算

同じ

住居手当

１ 借家、借間
（家賃が月額12,000円を超える場
合のみ該当）
①家賃等が23,000円以下
　・家賃額から12,000円を控除し
　た額
②家賃等が23,000円を超える場合
　・家賃額から23,000円を控除し
　た後の２分の１の額を16,000円
　を限度として11,000円に加算し
　た額

同じ

546

通勤手当

１ 交通機関利用者
①運賃等が支給単位期間（6ヶ月）
の定期券等の価額が月額55,000円
以内のときは、その全額
②運賃等が支給単位期間（6ヶ月）
の定期券等の価額が月額55,000円
を超える場合は、月額55,000円を
限度とする。
２ 交通用具使用者
①片道2Ｋｍ以上5Ｋｍ未満の者
　・月額　2,000円
②片道5Ｋｍ以上10Ｋｍ未満の者
　・月額　4,100円
③片道15Ｋｍ以上20Ｋｍ未満の者
　・月額　8,900円

同じ

管理職手当
管理・監督の地位にある職員に支
給
・給料月額×８％

同じ

49,200

0 千円 0

千円

131,900264 千円同じ

千円

50

282

寒冷地手当
世帯の状況と扶養者数に応じて、
１１月から翌年３月まで毎月
10,340円～34,040円を支給。
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８　職員の勤務時間その他の勤務条件

(１) 勤務時間

(２) 休暇等

３８時間４５分

結婚するとき

１週間の勤務時間

特別休暇
（主なもの）

有　給

夏期休暇

災害又は交通機関の事故等により出動が困
難なとき

配偶者、父母及び子の追悼のための特別な
行事を行うとき

無　給

配偶者、父母、子、配偶者の父母等で負
傷、疾病又は老齢により日常生活を営むの
に支障があるものの介護をするため、勤務
しないことが相当であると認められるとき

有　給

７月から９月までの連続す
る３日以内

有　給

妻の出産の付添いをするとき

（主なもの）
配偶者 　１０日
父母　 　  ７日
子　　　   ５日
祖父母　 　３日
孫　　　　 １日
兄弟姉妹　 ３日

有　給

介護休暇
連続する６月の期間内にお
いて必要と認められる期間

小学校就学前の子を看護する必要があると
き

親族が死亡したとき

必要と認められる期間

１日

有　給

出産の翌日から８週間 有　給

有　給

１年に５日以内 有　給

３日以内 有　給

無償で社会奉仕活動をするとき

公民権行使のため必要があるとき

公の職務執行のため必要があるとき

骨髄移植のドナーとなるとき

出産するとき

出産したとき

１日２回それぞれ45分以内

申し出た日から出産の日ま
で

生後1年に達しない生児に女子職員が授乳す
るとき

年次有給休暇
１年のうち２０日
２０日を限度に翌年に繰越
すことができる

特になし

必要と認められる期間

病気休暇 同一疾病９０日間

区　分 期　間取　得　条　件

8:40 17:15

終業時刻

有　給

連続する６日以内 有　給

負傷又は疾病のため療養の必要があるとき

有　給

１年に５日以内 有　給

必要と認められる期間 有　給

必要と認められる期間

給料の支給

土曜日
日曜日

有　給

有　給

週休日
休憩時間

勤務時間の割振り

12：10～13：00

始業時刻
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９　職員の分限及び懲戒処分（平成２２年度）

１０　職員の義務及び制限（平成２２年度）

営利企業等への従事制限
（地方公務員法第38条）

職員は、許可を受けなければ、営利を目的とする会
社その他の団体の役員等を兼ね、若しくは自ら私企
業を営み、又は報酬を得ていかなる事業若しくは事
務にも従事してはならない。

0 人

政治的行為の制限
（地方公務員法第36条）

職員は、政治的活動に関与してはならない。 0 人

争議行為の禁止
（地方公務員法第37条）

職員は、ストライキ等をしてはならない。 0 人

秘密を守る義務
（地方公務員法第34条）

職員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならな
い。その職を退いた後も同様とする。

0 人

職務に専念する義務
（地方公務員法第35条）

職員は、勤務時間中、職務に注意力のすべてを用
い、職務にのみ専念しなければならない。

0 人

命令に従う義務
（地方公務員法第32条）

職員は、法令に従い、かつ、上司の命令に従わなけ
ればならない。

0 人

信用失墜行為の禁止
（地方公務員法第33条）

職員は、職の信用を傷つけ、又は職全体の不名誉と
なるような行為をしてはならない。

0 人

（注）　分限処分は、公務能率の維持を目的に職員に対して行われる処分です。
　　　　懲戒処分は、職員の義務違反に対する道義的責任を問い、秩序維持を図る制裁的処分です。

　すべての公務員は、全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、職務遂行にあたっては、全力でこれに専
念しなければなりません。（地方公務員法第３０条）
　これを実行するため、職員には次のような義務や制限が課せられています。

区　　　分 内　　　容 違反者数

区　　分

懲
戒
処
分

免職 0 人

停職 0 人

減給 0 人

戒告 0 人

分
限
処
分

降任 0 人

免職 0 人

休職 0 人

処分者数 該　　当　　事　　項

・勤務実績が良くない。
・心身の故障のため、職務の遂行に支障があり、又はこれに堪えない。
・必要な適格性を欠く。
・職制若しくは定数の改廃又は予算の減少により廃職又は過員を生じた。

・心身の故障のため、長期の休養を要する。
・刑事事件に関し起訴された。

・地方公務員法若しくは第５７条に規定する特例を定めた法律又は、これに基く
条例、地方公共団体の規則若しくは地方公共団体の機関の定める規程に違反し
た。
・職務上の義務に違反し、又は職務を怠った。
・全体の奉仕者たるにふさわしくない非行があった。
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１１　職員の研修及び勤務成績の評定（平成２２年度）

(１) 職員研修

＜職場内研修＞

＜研修所・派遣研修＞

延べ人数

2 人

研修派遣先

後志町村会（蘭越町）

研修名 講　　師

「心の健康」メンタルヘルスケアを考えま
しょう

東京メンタルヘルス・アカデミー
　札幌センター長　心理相談員　輪島公人　氏

　多様化、高度化する行政ニーズに対応し、柔軟で効率的な行政運営に努める職員を育成するため、研修計
画を策定し、職員研修を実施しています。
　平成２２年度の研修実績は、次のとおりです。

1 人

北海道自治政策研修センター（札幌市）

市町村アカデミー（千葉県千葉市）

市町村アカデミー（千葉県千葉市）

4 人

研　修　名

後志管内町村新規採用職員基礎研修

2 人

1 人

後志町村会（倶知安町）

循環と共生の環境づくり～低炭素社会の構築に
向けて～

指導能力研修

これからの管理職～企画力と行動力の発揮～

平成２２年度市町村職員海外派遣研修 イギリス、デンマーク、フィンランド

税務事務（応用）課税研修 北海道自治政策研修センター（札幌市） 1 人

後志地区法務基礎研修

広報広聴研修 市町村アカデミー（千葉県千葉市）

後志管内町村職員初級研修 後志町村会（蘭越町） 3 人

後志管内町村新規採用職員基礎研修講師 後志町村会（蘭越町） 1 人

後志管内町村職員初級研修講師 後志町村会（蘭越町） 1 人

職員研修担当者のアカデミー研修 市町村アカデミー（千葉県千葉市） 1 人

市町村職員道外先進事例研修 青森県十和田市、秋田県大館市、岩手県遠野市 1 人

人事評価者育成研修

高齢時代の医療制度～新たな医療制度改革への
対応～

市町村アカデミー（千葉県千葉市） 1 人

固定資産税課税事務（家屋） 市町村アカデミー（千葉県千葉市） 1 人

1 人

研修講師フォローアップ研修 札幌市 1 人

3 人

北海道自治政策研修センター（札幌市）

1 人

高齢者福祉と介護保険～公平なサービスを目指
して～

市町村アカデミー（千葉県千葉市） 1 人
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＜自主研修＞

(２) 勤務成績の評定

ニセコ町は、人事考課等の勤務成績の評定は特に行っていません。

延べ人数

4 人

徳島県上勝町 1 人

研修派遣先

札幌市

奈良県橿原市

全国自治体政策研究交流会及び日本自治体学会
佐賀大会

研　修　名

北海道地方財政合同アカデミー研修

1 人

1 人

平成２２年度水道技術者ブロック別研修会

自治振興セミナー

中札内村

ニセコ農業推進及び地域資源活用に関する研究
視察

連続講座『「地域力」創造と「地域おこし」の
ヒント』

札幌市 2 人

保育所地域子育て支援担当者研修会 千葉県浦安市 1 人

変革期の自治体財務～制度と最近の動向～ 滋賀県大津市 1 人

市町村アカデミー（自治体改革セミナー）研修 千葉県千葉市 1 人

佐賀県武雄市 2 人

第２８回全国町村下水道推進大会・研究会議 和歌山県高野町 1 人

ニセコ観光振興事業への参加
（モンベルクラブフレンドフェア出展事業）

大阪市 1 人
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１２　職員の福祉及び利益の保護

(１) 職員の福利厚生

(２) 公務災害補償制度

(３) 職員の利益の保護

平成２２年度
災害件数

１件

災　害　の　概　要

頭部挫創

共済組合

短期給付事業（民間の健康保険に相当）
　・保険給付＝療養の給付、出産費など
　・休業給付＝傷病手当金、休業手当金、育児休業手当金など
　・災害給付＝災害見舞金など

長期給付事業（民間の厚生年金に相当）
　・退職給付＝退職共済年金、特例による退職共済年金
　・障害給付＝障害共済年金、障害一時金
　・遺族給付＝遺族共済年金

福祉事業
　・保健事業、貯金事業、貸付事業、物資事業

宿泊事業
　・ホテルポールスター札幌の利用助成

福祉協会

福利厚生事業
　・保養＝指定宿泊施設の利用助成など
　・保健＝入院一時金、出産祝金など
　・研修＝ライフプランセミナーの開催など

医療給付事業（退職者、配偶者等を対象）
　・医療費＝医療費の助成、入院見舞金、死亡弔慰金

その他
　・貸付事業、福祉年金事業、生命共済事業

区　　分 事　業　内　容

　職員は、給与、勤務時間その他の勤務条件に関し、適当な措置が執られるよう要求することや、懲戒その他意
に反する不利益な処分を受けたときは、公平委員会に対して申し立てをすることができます。
　公平委員会とは、地方公務員法第７条第３項の規定により、町による設置が義務付けられている機関（後志管
内は共同設置）で、①職員の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する措置の要求を審査・判定し、必要な措置
をとること、②職員に対する不利益な処分についての不服申立てに対する裁決又は決定、③その他、職員の苦情
処理を行います。
　後志管内の町村は、「後志公平委員会」を設置し、後志町村会を事務局に共同で運営しています。
　平成２２年度に、後志公平委員会に対する勤務条件に関する措置要求、及び不利益処分に関する不服申立はあ
りませんでした。

　公務災害の補償については、地方公務員災害補償法に基づいて行われます。
　公務上の災害等に対する補償の迅速かつ公正な実施を確保するため、地方公務員災害補償基金が設置され、補
償等を実施しています。
　本町は、地方公務員災害補償基金北海道支部に加入しており、公務災害に関する給付は当基金から行われま
す。

　地方公務員の病気、負傷、出産、休業、災害、退職、障害若しくは死亡又はその被扶養者の病気、負傷、出産、死
亡若しくは災害に関して適切な給付を行なうため、相互救済を目的とする共済制度があります。
　本町職員に対して適用される共済制度は、北海道市町村職員共済組合が制度を運用、実施しています。
また職員は、共済組合の事業をより充実、補完するために設けられた（財）北海道市町村職員福祉協会に加入し福利
厚生の充実を図っています。
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